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9.3 騒音・振動 

9.3.1 現況調査 

(1) 調査事項及びその選択理由 

騒音・振動の現況調査の調査事項及びその選択理由は、表9.3-1に示すとおりである。 

表 9.3-1 調査事項及びその選択理由 

調査事項 選択理由 

①騒音・振動の状況 
②土地利用の状況 
③発生源の状況 
④自動車交通量等の状況 
⑤地盤及び地形の状況 
⑥騒音・振動に関する法令等の基準 

事業の実施に伴う騒音及び振動の影響が考えられ
ることから、計画地及びその周辺について、左記の
事項に係る調査が必要である。 

 

(2) 調査方法 

調査地域は、環境影響要因及び周辺の土地利用や道路網、有明地区における他の会場等の建

設等を踏まえ、図9.3-1に示す範囲とした。 

 

(3) 調査方法 

1) 騒音・振動の状況 

調査は、既存資料調査及び現地調査によった。 

ア．既存資料調査 

既存資料として、｢平成 25 年度 道路交通騒音振動調査報告書｣（平成 26年 12 月 東京都

環境局）を用い、計画地周辺の主要幹線道路沿いに位置する道路交通騒音・振動調査地点４

地点における調査結果を整理した。 

調査地点は、表 9.3-2 及び図 9.3-1 に示すとおりである。 

表9.3-2 調査地点及び調査期間（既存資料調査） 

調査 

地点 
道路名(通称名) 測定地点 車線数 調査期間 備考 

No.1 
都道 304 号日比谷豊洲埠頭

東雲町線（晴海通り） 

江東区豊洲

4-11-18 
7 

平成 25 年 12 月 5 日～ 

平成 25 年 12 月 6 日 

「騒音規制法」第 21

条の２並びに「振動

規制法」第 19 条に基

づく調査地点 
No.2 

都道 304 号日比谷豊洲埠頭

東雲町線（晴海通り） 

江東区東雲

1-6 
8 

平成 25 年 12 月 3 日～ 

平成 25 年 12 月 4 日 

No.3 
一般国道 357 号 

（湾岸道路） 

江東区東雲

2-5 
4 

平成 25 年 12 月 9 日～ 

平成 25 年 12 月 10 日 

No.4 
一般国道 357 号 

（湾岸道路） 
港区台場 2-3 4 

平成 26 年 2 月 5日～ 

平成 26 年 2 月 6 日 

注) 調査地点の番号は、図 9.3-1 に対応する。 

出典:｢平成 25 年度 道路交通騒音振動調査報告書｣（平成 26 年 12 月 東京都環境局） 
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イ．現地調査 

(ｱ) 調査地点 

調査地点は、表 9.3-3 及び図 9.3-2 に示すとおりであり、計画地の北側約 1.5km に位置

する１地点において一般環境の騒音・振動、計画地周辺の道路沿道５地点において道路交

通騒音及び振動の調査を実施した。 

表 9.3-3 調査地点(現地調査) 

調査項目 調査地点 道路名(通称名) 用途地域 

一般環境の 
騒音・振動 

A － 
第一種住居 

地域 

道路交通の

騒音・振動 

No.1 特別区道江 615 号線 準工業地域 

No.2 
都道 304号日比谷豊洲埠頭東雲町線 
（有明通り） 

準工業地域 

No.3 都道 319 号環状３号線 商業地域 

No.4 特別区道江 617 号線 
第一種中高層

住居専用地域 

No.5 
都道 304号日比谷豊洲埠頭東雲町線 
（有明通り） 

第一種住居 

地域 

注) 調査地点の番号は、図 9.3-2 の表記に対応する。 

 

(ｲ) 調査期間 

調査期間は、平日及び休日のそれぞれ連続 24 時間実施した。 

平日：平成26年11月10日（月）12：00 ～同年11月11日（火）12：00 

休日：平成26年11月８日（土）10：00 ～同年11月９日（日）10：00 

(ｳ) 測定方法 

騒音の測定は、「騒音に係る環境基準について」(平成10年環境庁告示第64号)に定める

方法(JIS Z 8731)に準拠し、騒音レベル(等価騒音レベル：LAeq)を測定した。測定高さは、

地上1.2mとした。 

振動の測定は、振動規制法施行規則(昭和51年総務省令第58号)に定める測定方法(JIS 

Z 8735)に準拠し、振動レベル(L10)を測定した。 
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2) 土地利用の状況 

調査は、「東京の土地利用 平成 23年東京都区部」（平成 25 年５月 東京都都市整備局）、「江

東区都市計画図」（平成 26 年４月 江東区都市整備部）等の既存資料の整理によった。 

3) 発生源の状況 

調査は、「東京の土地利用 平成 23年東京都区部」（平成 25 年５月 東京都都市整備局）、「江

東区都市計画図」等の既存資料の整理によった。 

4) 自動車交通量等の状況 

自動車交通量等の状況の調査は、「9.1 大気等 9.1.1 現況調査 (3) 調査方法 6) 自動

車交通量等の状況」(p.50参照)と同様とした。 

5) 地盤及び地形の状況 

ア．既存資料調査 

調査は、「地形図」（国土地理院）、「土地条件図」（平成 26 年 12 月 国土地理院）等の既

存資料の整理によった。 

イ．現地調査 

現地調査により、道路交通振動の調査地点において、地盤卓越振動数を測定した。 

6) 騒音・振動に関する法令等の基準 

調査は、環境基本法(平成５年法律第91号)、騒音規制法(昭和43年法律第98号)、環境確保

条例(平成12年東京都条例第215号)等の法令等の整理によった。 
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(4) 調査結果 

1) 騒音・振動の状況 

ア．騒音の状況 

(ｱ) 既存資料調査 

既存資料による道路交通騒音の調査結果は、表 9.3-4 に示すとおりである。 

調査地点における道路交通の騒音レベル(LAeq)は、No.3、№4の夜間で環境基準値を上回

った他は、環境基準値以下であった。 

表 9.3-4 道路交通騒音調査結果(既存資料調査) 

調査 

地点 

通称名 

（路線名） 
測定地点 

車

線

数 

地域の 

類型 

等価騒音レベル(LAeq)(dB) 

調査結果 
環境 

基準値 

昼間 夜間 昼間 夜間 

№1 

都道 304 号日比谷豊
洲埠頭東雲町線 
（晴海通り） 

江 東 区 豊 洲

4-11-18 
7 

C 

(幹線交通) 
69 64 70 65 

№2 

都道 304 号日比谷豊
洲埠頭東雲町線 
（晴海通り） 

江東区東雲1-6 8 
C 

(幹線交通) 
68 63 70 65 

№3 
一般国道 357 号 
（湾岸道路） 

江東区東雲2-5 4 
C 

（幹線交通） 
70 68 70 65 

№4 
一般国道 357 号 
（湾岸道路） 

港区台場 2-3 4 
C 

（幹線交通） 
69 66 70 65 

注1) 網掛けは環境基準を上回ることを示す。 

2) 昼夜の区分は以下のとおり。 昼間:6:00～22:00  夜間22:00～6:00 

3) 地域類型の分類は次のとおり  C：相当数の住居と合わせて商業、工業等の用に供される地域 

4) 調査地点は、幹線交通を担う道路に近接する空間であることから、「幹線交通近接空間に関する特例」の環

境基準とする。  

5) 調査地点は図9.3-1（p.100参照）の表記に対応する。 

出典:｢平成25年度 道路交通騒音振動調査報告書｣（平成26年12月 東京都環境局） 
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(ｲ) 現地調査 

環境騒音及び道路交通騒音の現地調査結果は、表 9.3-5 に示すとおりである。 

環境騒音 No.A は、夜間で一般地域（B地域）の環境基準値を上回っていたが、昼間では

環境基準値を下回っていた 

道路交通騒音 No.1～No.5 は、いずれの地点においても環境基準値以下であった。 

表 9.3-5 環境騒音及び道路交通騒音の調査結果（現地調査） 

調査 

項目 

調査 

地点 

道路名 

(通称名) 

車
線
数 

地域類型 
時間 

区分 

等価騒音レベル(LAeq)(dB) 

調査結果 
環境基準値 

平日 休日 

環境 
騒音 

A - - 
B 

(一般の地域) 

昼間 54 53 55 

夜間 52 48 45 

道路 
交通
騒音 

 

No.1 特別区道江 615 号線 4 
C 

（幹線交通） 

昼間 66 66 70 

夜間 65 63 65 

No.2 
都道 304 号日比谷豊洲
埠頭東雲町線 
（有明通り） 

7 
C 

（幹線交通） 

昼間 60 60 70 

夜間 57 55 65 

No.3 都道 319 号環状３号線 6 
C 

（幹線交通） 

昼間 66 66 70 

夜間 62 61 65 

No.4 特別区道江 617 号線 4 
B 

（幹線交通） 

昼間 65 65 70 

夜間 61 60 65 

No.5 
都道304号日比谷豊洲
埠頭東雲町線 
（有明通り） 

6 
B 

（幹線交通） 

昼間 66 65 70 

夜間 63 61 65 

注 1)網掛けは環境基準を上回ることを示す。 

2)地域の類型の分類は次のとおり 

B：主として居住の用に供される地域 

C: 相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域 

3) №1～№5は、幹線交通を担う道路に近接する空間であることから、「幹線交通近接空間に関する特例」の環境

基準とする。 

4) 環境基準による時間区分 昼間 6:00～22:00、夜間 22:00～6:00 

5) 調査地点は、図 9.3-2（p.102 参照）の表記に対応する。 
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イ．振動の状況 

(ｱ) 既存資料調査 

既存資料による道路交通振動の調査結果は、表 9.3-6 に示すとおりである。 

道路交通の振動レベル(L10)は、２地点とも昼間と夜間において規制基準値を下回ってい

た。 

表 9.3-6 道路交通振動調査結果(既存資料調査) 

調査 

地点 

通称名 

（路線名） 
測定地点 

車

線

数 

区域の 

区分 

振動レベル(L10)(dB) 

調査結果 
規制 

基準値 

昼間 夜間 昼間 夜間 

№1 

都道 304 号日比谷
豊洲埠頭東雲町線 

（晴海通り） 

江東区豊洲 

4-11-18 
7 第二種 44 46 65 60 

№3 
一般国道 357 号 

（湾岸道路） 
江東区東雲 2-5 4 第二種 43 43 65 60 

注1) 区域区分の分類は下記のとおり 

第二種区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 

2) 昼夜の区分は以下のとおり。 

第二種区域：昼間:8:00～20:00  夜間:20:00～8:00 

3) 規制基準は、環境確保条例(平成12年東京都条例第215号)に基づく「日常生活等に適用する規制基準」を示す。 

4) 調査地点は図9.3-1（p.100参照）の表記に対応する。 

出典:｢平成25年度 道路交通騒音振動調査報告書｣（平成26年12月 東京都環境局） 
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(ｲ) 現地調査 

環境振動及び道路交通振動の現地調査結果は、表 9.3-7 に示すとおりである。 

環境振動及び道路交通振動は、いずれの地点においても規制基準値を下回っていた。 

表 9.3-7 環境振動及び道路交通振動の調査結果（現地調査) 

調査 

項目 

調査 

地点 

道路名 

(通称名) 

車
線
数 

区域の区分 
時間 

区分 

振動レベル（L10）(dB) 

調査結果 
規制基準値 

平日 休日 

環境 
振動 

A - - 第一種 
昼間 37 34 60 

夜間 34 27 55 

道路 
交通 
振動 

No.1 特別区道江 615 号線 4 第二種 
昼間 53 53 65 

夜間 53 51 60 

No.2 
都道 304 号日比谷豊
洲埠頭東雲町線 
（有明通り） 

7 第二種 
昼間 53 53 65 

夜間 52 47 60 

No.3 
都道 319 号環状３号
線 

6 第二種 
昼間 49 48 65 

夜間 50 42 60 

No.4 特別区道江 617 号線 4 第一種 
昼間 33 32 60 

夜間 31 27 55 

No.5 
都道 304 号日比谷豊
洲埠頭東雲町線 
（有明通り） 

6 第一種 
昼間 41 39 60 

夜間 39 34 55 

注1) 区域区分の分類は下記のとおり 

第一種：第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層

住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、無指定地域 

第二種：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 

2)昼夜の区分は、以下のとおり 

第一種区域  昼間8:00～19:00、夜間19:00～8:00 

第二種区域  昼間8:00～20:00、夜間20:00～8:00 

3) 調査結果は時間帯別振動レベル（L10）の最大値である。 

4) 調査地点は、図9.3-2（p.102参照）の表記に対応する。 

5) 規制基準は、環境確保条例(平成12年東京都条例第215号)に基づく「日常生活等に適用する規制基準」を示す。 

 

2) 土地利用の状況 

土地利用の状況については、「9.1 大気等 9.1.1 現況調査 (4)調査結果 4)土地利用の

状況」（p. 65 参照）に示したとおりである。都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)に基づく用

途地域等の指定状況として、計画地及びその周辺は、工業専用地域となっている。 

3) 発生源の状況 

計画地及びその周辺における騒音・振動の主要な発生源としては計画地北西側の臨港道路青

海・有明南連絡線、首都高速湾岸線、一般国道 357 号東京湾環状線（湾岸道路）等を走行する

自動車、計画地北西側の東京臨海高速鉄道（りんかい線）を走行する鉄道による移動発生源が

あげられる。 

4) 自動車交通量等の状況 

自動車交通量等の状況については、「9.1 大気等 9.1.1 現況調査 (4)調査結果 6)自動

車交通量等の状況」（p. 74 参照）に示したとおりである。 
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5) 地盤及び地形の状況 

現地調査による地盤卓越振動数の調査結果は、表 9.3-8 に示すとおりである。 

地盤卓越振動数は、13.9～18.0Hz であった。 

表 9.3-8 地盤卓越振動数の調査結果（現地調査） 

単位：Hz 

調査地点 地盤卓越振動数 

No.1 特別区道江 615 号線 13.9 

No.2 

都道304号日比谷豊洲埠
頭東雲町線 

（有明通り） 
16.8 

No.3 都道 319 号環状３号線 13.2 

No.4 特別区道江 617 号線 18.0 

No.5 

都道304号日比谷豊洲埠
頭東雲町線 

（有明通り） 
16.1 

 

 

6) 騒音・振動に関する法令等の基準 

騒音・振動に関する法令等については、表 9.3-9～14 に示すとおりである。 
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表 9.3-9 「環境基本法」に基づく「騒音に係る環境基準」 

単位：dB 

地域の 
類型 

当てはめ地域 地域の区分 
時間の区分 

昼間(6～22 時) 夜間(22～6 時) 

AA 
清瀬市の区域のうち松山3丁目1番、竹丘1丁目 17番、
竹丘 3丁目 1番から 3番まで及び竹丘 3丁目 10番の区
域 

50 以下 40 以下 

A 

第一種低層住居専用地域 
第二種低層住居専用地域 
第一種中高層住居専用地域 
第二種中高層住居専用地域 
これらに接する地先及び水面 

 一般の地域 55 以下 45 以下 

 

 

2 車線以上の車線
を有する道路に面
する地域 

60 以下 55 以下 

B 

第一種住居地域 
第二種住居地域 
準住居地域 
用途地域の定めのない地域 
これらに接する地先及び水面 

 一般の地域 55 以下 45 以下 

 

 

 

2 車線以上の車線
を有する道路に面
する地域 

65 以下 60 以下 

C 

近隣商業地域 
商業地域 
準工業地域 
工業地域 
これらに接する地先及び水面 

 一般の地域 60 以下 50 以下 

 

 

車線を有する道路
に面する地域 

65 以下 60 以下 

注 1) AA ：療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特に静穏を要する地域 

A ：専ら住居の用に供される地域 

B ：主として住居の用に供される地域 

C ：相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域 

2) この基準は航空機騒音、鉄道騒音及び建設作業騒音には適用しない。 

3) 計画地は工業専用地域であり、指定地域から除外される。 

 

＜幹線交通近接空間に関する特例＞ 
幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず特例として次表のとおりとする。 

 

 

単位: dB 

基準値 

昼間(6～22 時) 夜間(22～6 時) 

70 以下 65 以下 

注 1)「幹線交通を担う道路」とは、高速自動車道、一般国道、都道府県道及び市町村道(市
町村道にあっては４車線以上の区間に限る)等を表し、「幹線交通を担う道路に近接す
る空間」とは、以下のように車線数の区分に応じて道路端からの距離によりその範囲
を特定する。 
・２車線以下の車線を有する道路  15m 
・２車線を超える車線を有する道路 20m 

2) 個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営ま
れていると認められるときは、屋内へ通過する騒音に係る基準(昼間にあっては 45 デ
シベル以下、夜間にあっては 40 デシベル以下)によることができる。なお、騒音の評
価手法は、等価騒音レベルによるものとし、時間の区分ごとの全時間を通じた等価騒
音レベルによって評価することを原則とする。 

3)     は該当する基準である。 

参照：「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年９月 環境庁告示第 64 号） 
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表 9.3-10 「騒音規制法」に基づく「特定建設作業に係る騒音の規制基準」 

騒音規制法の特定建設作業 

敷地境 
界線に 
おける 
音 量 

作業時間 
1 日における 
延作業時間 

同一場所における
連続作業期間 

日曜・ 
休日に 
おける 
作 業 1 号 

区域 
2 号 
区域 

1 号 
区域 

2 号 
区域 

1 号 
区域 

2 号 
区域 

1.くい打機(もんけんを除く。)、くい抜
機又はくい打くい抜機(圧入式くい打
くい抜機を除く。)を使用する作業(く
い打機をアースオーガーと併用する
作業を除く。) 

85dB 

午 
 
 

前 
 
 

7 
 
 

時 
 
 

～ 
 
 

午 
 
 

後 
 
 

7 
 
 

時 

午 
 
 

前 
 
 

6 
 
 

時 
 
 

～ 
 
 

午 
 
 

後 
 
 

10 
 
 

時 

10 
 
 

時 
 
 

間 
 
 

以 
 
 

内 

14 
 
 

時 
 
 

間 
 
 

以 
 
 

内 

6 
 
 
 

日 
 
 
 

以 
 
 
 

内 

6 
 
 
 

日 
 
 
 

以 
 
 
 

内 

禁 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

止 

2.びょう打機を使用する作業 

3.さく岩機を使用する作業※ 

4.空気圧縮機(電動機以外の原動機を使
用するものであってその原動機の出
力が 15kW 以上のものに限る。)を使用
する作業(さく岩機の動力として使用
する作業を除く。) 

5.コンクリートプラント(混練機の混練
容量が 0.45m3のものに限る。)又はア
スファルト(混練機の混練容量が
200kg 以上のものに限る。)を設けて行
う作業(モルタルを製造するためにコ
ンクリートプラントを設けて行う作
業を除く。) 

6.バックホウ(一定の限度を超える大き
さの騒音を発生させないとして環境
庁長官が指定するものを除き、原動機
の定格出力が 80kW 以上のものに限
る。)を使用する作業 

7.トラクターショベル(一定の限度を超
える大きさの騒音を発生させないと
して環境庁長官が指定するものを除
き、原動機の定格出力が 70kW 以上の
ものに限る。)を使用する作業 

8.ブルドーザー(一定の限度を超える大
きさの騒音を発生させないとして環
境庁長官が指定するものを除き、原動
機の定格出力が 40kW 以上のものに限
る。)を使用する作業 

作業時間等の適用除外項目 

イロハニ イ ロ イロハニホ 

イ. 災害、非常事態緊急作業 
ロ. 生命、身体危険防止緊急作業 
ハ. 鉄軌道正常運行確保 
ニ. 道路法による占用許可条件及び道交法による道路使用許可条件 

夜間(休日)指定の場合 
イ. 変電所の変更工事で休日に行う必要がある場合 

注 1) １号区域：第一種、第二種低層住居専用地域、第一種、第二種中高層住居専用地域、第一種、第二種住居地域、準住

居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、用途地域として定められていない地域、工業地域のうち、

学校、病院等の周囲おおむね 80m 以内の区域 

2) ２号区域：工業地域のうち、学校、病院等の周囲おおむね 80m以外の区域 

3) 計画地は工業専用地域であり、指定地域から除外される。 

4) 新砂 1、2丁目、3丁目 2番、5番～11番（工業専用地域のみ）、夢の島（全域）、豊洲 2丁目 1番、2番の一部、3番

～5番、5丁目 1番、6丁目、首都高速道路湾岸線以南の地域全部（新木場（全域）、若洲（全域）、辰巳 3丁目、有明

3丁目、4丁目、青海（全域）、東雲 2丁目 8番～15番、埋立地）は、適応除外地域。 

5)     *   ：作業地点が連続的に移動する作業にあたっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が 

50m を超えない作業に限る。 

6) この基準は、作業を開始した日に終わる建設作業には適用しない。 

参照：騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号） 
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※ 

表 9.3-11 「環境確保条例」に基づく「指定建設作業に係る騒音の勧告基準」 

作 業 区 分 

(特定建設作業) 

敷地境界に

おける騒音

レベル 

作 業 

時 間 

1 日におけ

る 延 べ 

作 業 時 間 

同一場 

所 に 

おける 

連 続 

作 業 

期 間 

日曜・休

日にお

ける作 

業 

１
号
区
域 

２
号
区
域 

１
号
区
域 

２
号
区
域 

1. 穿孔機を使用するくい打ち作業 

80dB 

午 

前 

７ 

時 

～ 

午 

後 

７ 

時 

午 

前 

６ 

時 

～ 

午 

後 
 
 

時 

 

時 

間 

以 

内 

 

時 

間 

以 

内 

６ 

日 

以 

内 

禁 止 

2. ｲﾝﾊﾟｸﾄﾚﾝﾁを使用する作業 

3. ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀｰを使用する作業(作業地点が

連続的に移動する作業にあっては、1日

における当該作業に係る 2 地点間の最

大距離が50mを超えない作業に限る。) 

4. ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ、ﾊﾟﾜｰｼｮﾍﾞﾙ、ﾊﾞｯｸﾎーその他

これらに類する掘削機械を使用する作

業(作業地点が連続的に移動する作業に

あっては1日における当該作業に係る2

地点間の最大距離が 50m を超えない作

業に限る。) 

5. 振動ﾛｰﾗｰ、ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ、ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗｰ、振動ﾌﾟ

ﾚｰﾄ、振動ﾗﾝﾏその他これらに類する締固

め機械を使用する作業(作業地点が連続

的に移動する作業にあっては、1日にお

ける当該作業に係る 2 地点間の最大距

離が50mを超えない作業に限る。) 

6. ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻｰ車を使用するｺﾝｸﾘｰﾄの搬入

作業 

7. 原動機を使用するはつり作業及びｺﾝｸﾘｰ

ﾄ仕上げ作業(さく岩機を使用する作業

は除く。) 

8. 動力、火薬又は鋼球を使用して建築物そ

の他の工作物を解体し、又は破壊する作

業(作業地点が連続的に移動する作業に

あっては、1 日における最大距離が 50m

を超えない作業に限り、さく岩機、ｺﾝｸ

ﾘｰﾄｶｯﾀｰ又は掘削機械を使用する作業を

除く。) 

85dB 

1号区域 ········ 第一種・第二種低層住居専用地域、第一種・第二種中高層住居専用地域、第一種・
第二種住居地域、準住居地域、商業地域、近隣商業地域、準工業地域、用途地域と
して定められていない地域、工業地域のうち、学校、病院等の周囲おおむね 80m 以
内の区域 

2号区域 ········ 工業地域のうち、学校、病院等の周囲おおむね80m以外の区域 

※1 道路交通法に規定する交通規制が行われている場合の6.の作業に当たっては午後9時まで 

※2 道路交通法に規定する交通規制が行われている場合の6.の作業に当たっては午後11時まで 

注1) 計画地は工業専用地域であり、指定地域から除外される。  

2) 新砂 1、2丁目、3丁目 2番、5番～11番（工業専用地域のみ）、夢の島（全域）、豊洲 2丁目 1番、2番の一部、

3 番～5 番、5 丁目 1 番、6 丁目、首都高速道路湾岸線以南の地域全部（新木場（全域）、若洲（全域）、辰巳 3

丁目、有明 3丁目、4丁目、青海（全域）、東雲 2丁目 8番～15 番、埋立地）は、適応除外地域。   

参照：環境確保条例（平成12年東京都条例第215号） 

 

14 10 

※2 

 
※1 

 

10 
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表 9.3-12 「環境確保条例」に基づく「日常生活等に適用する振動の規制基準」 

 区域の区分 
敷地の境界における振動の大きさ（デシべル） 

時間の区分 

 あてはめ地域  
8

時 
昼間 

19

時 
夜間 

8

時 
 

第一種 

区 域 

第一種低層住居専用地域 
第二種低層住居専用地域 
第一種中高層住居専用地域 
第二種中高層住居専用地域 
第一種住居地域 
第二種住居地域 
準住居地域 
無指定地域(第二種区域に該当

する区域を除く。) 

 

60 55 

 

第二種 

区 域 

近隣商業地域 
商業地域 
準工業地域 
工業地域 

 

65   

 

20   60 

時 

 

 学校、保育所、病院、診療所、図書館及び老人ホームの敷地の周囲おおむね50mの区域内の工場

又は指定作業場当該値から５デシベルを減じた値とする。 

 振動規制法第３条第１項の規定に基づき知事が指定する地域内の工場又は指定作業場のうち、振

動規制法第２条第２項に規定する特定工場である工場又は指定作業場の第81条第３項(第82条第２

項において準用する場合を含む。)において適応する場合を除き、適用しない。 

 国又は地方公共団体その他の公共団体が工場又は指定作業場を集団立地させるために造成した

用地内に設置されている工場又は指定作業場は適用しない。 

注 1)   は該当する基準である。 

2) 計画地は工業専用地域であり、指定地域から除外される。  

出典：環境確保条例(平成 12 年都条例第 215 号) 

 

 

表 9.3-13 「振動規制法」に基づく「特定建設作業の規制基準」 

振動規制法の特定建設作業 

敷 地

境界に

おける

振 動 

作業時間 
1 日における 

延作業時間 

同一場所における

連続作業期間 
日曜・

休日に

おける

作業 
1 号 

区域 1) 

2 号 

区域 2) 

1 号 

区域 1) 

2 号 

区域 2) 

1 号 

区域 1) 

2 号 

区域 2) 

1.くい打機(もんけん及び圧入式

くい打くい抜機を除く。)、く

い抜機(油圧式くい抜機を除

く。)又はくい抜機(圧入式くい

打くい抜機を除く。) 

75dB 

 

 

午 

前 

7 

時 

 

午 

後 

7 

時 

 

 

午 

前 

6 

時 

 

午 

後 

10 

時 

10 

時 

間 

以 

内 

14 

時 

間 

以 

内 

6 

日 

以 

内 

6 

日 

以 

内 

禁 

 

止 

2.ブレーカーを使用する作業(手

持式のものを除く。)* 3) 

3.鋼球を使用して建物その他の

工作物を破壊する作業 

4.舗装版破砕機を使用する作業 

注 1) 1号区域：第一種、第二種低層住居専用地域、第一種、第二種中高層住居専用地域、第一種、第二種住居地域、

準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、用途地域として定められていない地域、工業

地域のうち、学校、病院等の周囲おおむね 80m 以内の区域 

2) 2 号区域：工業地域のうち、学校、病院等の周囲おおむね 80m 以外の区域 

3)     *   ：作業地点が連続的に移動する作業に当たっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離

が 50m を超えない作業に限る。 

4) 計画地は工業専用地域であり、指定地域から除外される。 

5) 新砂 1、2 丁目、3丁目 2番、5番～11 番（工業専用地域のみ）、夢の島（全域）、豊洲 2丁目 1番、2番の一部、3番

～5番、5丁目 1番、6丁目、首都高速道路湾岸線以南の地域全部（新木場（全域）、若洲（全域）、辰巳 3丁目、有明

3丁目、4丁目、青海（全域）、東雲 2丁目 8番～15番、埋立地）は、適応除外地域。 

参照：振動規制法（昭和 51 年法律第 64 号）

～ 

 

～ 
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表 9.3-14 「環境確保条例」に基づく「指定建設作業に係る振動の勧告基準」 

作 業 区 分 

(特定建設作業) 

敷地境界にお

ける振動レベ

ル 

（ﾃﾞｼﾍﾞﾙ） 

作  業 

時  間 

1 日における延

べ作業時間 
同一場所に

おける連続

作業期間 

日曜・休日に 

 

おける作業 

１
号
区
域 

２
号
区
域 

１
号
区
域 

２
号
区
域 

1. 圧入式くい打ち機、油圧式くい打ち機を
使用する作業又は穿孔機械を使用する
くい打設作業 

70 

午 

前 

７ 

時 

～ 

午 

後 

７ 

時 
午 

前 

６ 

時 

～ 

午 

後 

10 

時 

10 

時 

間 

以 

内 

14 

時 

間 

以 

内 

６ 
 

日 
 

以 
 

内 

禁 止 

2. ﾌﾞﾚｰｶｰ(手持ち式のものを除く。)以外の
さく岩機を使用する作業(作業地点が連
続的に移動する作業にあっては、1日に
おける当該作業に係る 2 地点間の最大
距離が50mを超えない作業に限る。) 

3. ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ、ﾊﾟﾜｰｼｮﾍﾞﾙ、ﾊﾞｯｸﾎーその他
これら類する掘削機械を使用する作業
(作業地点が連続的に移動する作業にあ
っては、1 日における当該作業に係る 2
地点間の最大距離が 50m を超えない作
業に限る。) 

4. 空気圧縮機(電動機以外の原動機を用い
るものであって、その原動機の定格出力
が15kw以上のものに限る。)を使用する
作業(さく岩機の動力として使用する作
業を除く。) 

65 

5. 振動ﾛｰﾗｰ、ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ、ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗｰ、振動ﾌﾟ
ﾚｰﾄ、振動ﾗﾝﾏ、その他これらに類する締
固め機械を使用する作業(作業地点が連
続的に移動する作業にあっては、1日に
おける当該作業に係る 2 地点間の最大
距離が50mを超えない作業に限る。) 

70 

6. 動力、火薬を使用して建築物その他の工
作物を解体し、又は破壊する作業(作業
地点が連続的に移動する当該作業にあ
っては、1 日における当該作業に係る 2
地点間の最大距離が 50m を超えない作
業に限りさく岩機、ｺﾝｸﾘｰﾄｶｯﾀｰ又は掘削
機械を使用する作業を除く。) 

75 

1号区域 ········ 第一種・第二種低層住居専用地域、第一種・第二種中高層住居専用地域、第一種・第二
種住居地域、準住居地域、商業地域、近隣商業地域、準工業地域、用途地域として定め
られていない地域、工業地域のうち学校、病院等の周囲おおむね80m以内の区域 

2号区域 ········ 工業地域のうち学校、病院等の周囲おおむね80m以外の区域 

注1) 計画地は工業専用地域であり、指定地域から除外される。 

2) 新砂 1、2丁目、3 丁目 2番、5 番～11 番（工業専用地域のみ）、夢の島（全域）、豊洲 2丁目 1番、2番の一部、

3 番～5番、5 丁目 1番、6丁目、首都高速道路湾岸線以南の地域全部（新木場（全域）、若洲（全域）、辰巳 3丁

目、有明 3丁目、4丁目、青海（全域）、東雲 2丁目 8番～15番、埋立地）は、適応除外地域。 
参照：環境確保条例（平成12年東京都条例第215号） 
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9.3.2 予測 

(1) 予測事項 

予測事項は、以下に示す項目とした。 

工事用車両の走行に伴う道路交通騒音及び振動の程度 

 

(2) 予測の対象時点 

予測の対象時点は、2020 年東京大会の実施に伴う工事等で騒音・振動が発生していると思われ

る時点又は期間のうち、大会開催前とした。 

なお、工事用車両の走行に伴い発生する道路交通騒音及び振動の予測は、工事用車両の走行台

数が最大になると予想される増築棟工事着工後 21か月目とした。 

通勤車両を含む工事用車両が走行する時間帯は、7：00～19：00 を想定している。工事用車両

の走行に伴う道路交通騒音の予測は、環境基本法に基づく「騒音に係る環境基準について」に示

される昼間(6：00～22：00)の時間区分を対象とした。 

また、工事用車両の走行に伴う道路交通振動の予測は、環境確保条例に基づく「日常生活等に

適用する振動の規制基準」に示されている昼間(8：00～19：00)及び夜間(19：00～翌 8：00)の時

間区分を対象とした。 

 

(3) 予測地域 

工事用車両の走行に伴う道路交通騒音及び振動の予測地点は、工事用車両走行ルート沿道と

し、土地利用状況を勘案した上で、工事用車両の走行に伴う騒音・振動の影響に配慮すべき施

設が存在する、表9.3-15及び図9.3-3に示す１地点とした。 

なお、予測地点の高さは、騒音については地上1.2mとし、振動については地表面とした。 

表 9.3-15 工事用車両の走行に伴う道路交通騒音・振動の予測地点 

予測 

地点 
住 所 対象道路 

No.1 江東区有明 2-10 特別区道江 615 号線 

注) 予測地点の番号は、図 9.3-3 に対応する。 
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(4) 予測手法 

1) 工事用車両の走行に伴う道路交通騒音 

ア． 予測手順 

工事用車両の走行に伴う道路交通騒音は、図9.3-4に示す予測手順に従って、騒音レベル

(LAeq)の予測を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図 9.3-4 工事用車両の走行に伴う道路交通騒音の予測手順 

 

イ．予測式 

予測式は、「道路交通騒音の予測モデル(ASJ RTN-Model 2013)」(平成26年４月 (一社)日

本音響学会)を用いた。 

ウ．予測条件 

(ｱ) 将来交通量、道路条件及び走行速度 

将来交通量、道路条件及び走行速度は、「9.1 大気汚染 9.1.2 予測 (4) 予測手法 3)

予測条件」(p.84 参照)と同様とした。 

(ｲ) 音源位置 

音源位置は、車道の中心、高さ 0mに設定した。 

(ｳ) 走行速度 

走行速度は、表 9.3-16 に示すとおりであり、規制速度とした。 

 

現況騒音レベル 

(現地調査結果) 

現況交通条件 将来基礎交通条件 

現況交通量による 

騒音レベル(計算値) 

将来基礎交通量による 

騒音レベル 

将来基礎交通量による騒音レベルの増加分 

将来基礎交通量 

走行時の騒音レベル 

本事業の実施に伴い発生する 

工事用車両の交通条件 
将来基礎交通条件 

将来基礎交通量の 

走行による騒音レベル

(予測値) 

本事業の実施に伴い発生する 

工事用車両による騒音レベル 

本事業の実施に伴い発生する工事用車両の

走行による騒音レベルの増加分 

将来交通量 

走行時の騒音レベル 
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表 9.3-16 工事用車両の走行速度 

予測地点 
小型車 大型車 

地点 測定地点 道路名 

No.1 江東区有明 2-10 特別区道江 615 号線 50km/h 50km/h 

 

2）工事用車両の走行に伴う道路交通振動 

ア．予測手順 

工事用車両の走行に伴う道路交通振動は、図9.3-5に示す予測手順に従って、振動レベル

の80％レンジの上端値(L10)の予測を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9.3-5 工事用車両の走行に伴う道路交通振動の予測手順 

 

イ．予測式 

予測式は、「道路環境影響評価の技術手法(平成24年度改定版)」（平成25年３月 国土交

通省国土技術政策総合研究所、独立行政法人土木研究所）による予測式を用いた。 

 

ウ．予測条件 

将来交通量、道路条件及び走行速度は、「9.1 大気汚染 9.1.2 予測 (4) 予測手法 3)

予測条件」(p.84参照)と同様とした。 

 

現況振動レベル 

(現地調査結果) 

現況交通条件 将来基礎交通条件 

現況交通量による 

振動レベル(計算値) 

将来基礎交通量による 

振動レベル 

将来基礎交通量による振動レベルの増加分 

本事業の実施に伴い発生する 

工事用車両の交通条件 

工事の施行中：工事用車両の交通条件 

将来基礎交通条件 

将来基礎交通量の 

走行による振動レベル

(予測値) 

本事業の実施に伴い発生する 

工事用車両の走行による振動レベル 

本事業の実施に伴い発生する工事用車両の 

走行による振動レベルの増加分 

将来交通量 

走行時の振動レベル 

将来基礎交通量 

走行時の振動レベル 
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(5) 予測結果 

1) 工事用車両の走行に伴う道路交通騒音 

工事用車両の走行に伴う道路交通の騒音の予測結果は、表 9.3-17 に示すとおりである。 

予測地点における工事用車両の走行に伴う道路交通の騒音レベル(LAeq)は、昼間 66dB である。

また、工事用車両の走行に伴う騒音レベルの増加分は、1dB 未満である。 

表 9.3-17 工事用車両の走行に伴う道路交通騒音の予測結果 

単位:dB 

予測地点 
時間 

区分 

騒音レベル(LAeq) 

地点 
測定 

地点 
道路名 類型 

将来基礎交通量
の騒音レベル 

将来交通量の
騒音レベル 

工事用車両に
よる増加分 

No.1  
江東区有

明 2-10 
特別区道江615号線 幹線 昼間 66(66.0) 66(66.2) 1未満(0.2) 

注 1)予測地点の番号は、図 9.3-3（p.115 参照）に対応する。 

2)将来交通量＝将来基礎交通量＋工事用車両交通量 

3)時間区分 昼間 6:00～22:00 

 

2）工事用車両の走行に伴う道路交通振動 

工事用車両の走行に伴う道路交通の振動の予測結果は、表 9.3-18 に示すとおりである。 

予測地点における工事用車両の走行に伴う道路交通の振動レベル(L10)は、昼間 53dB、夜間

48dB である。また、工事用車両の走行に伴う振動レベルの増加分は、昼間、夜間ともに 1dB 未

満である。 

表 9.3-18 工事用車両の走行に伴う道路交通振動の予測結果 

単位:dB 

予測地点 
時間 

区分 

振動レベル(L10) 

地点 
測定 

地点 
道路名 区域 

将来基礎 
交通量 

の振動レベル 

将来交通量 

の振動レベル 

工事用車両 

による増加分 

No.1 
江東区有明

2-10 
特別区道江615号線 第二種 

昼間 53(53.0) 53(53.3) 1未満(0.3) 

夜間 48(48.1) 48(48.4) 1未満(0.3)  

注 1)予測地点の番号は、図 9.3-3（p.115 参照）に対応する。 

2)将来交通量＝将来基礎交通量＋工事用車両交通量 

3)時間区分 第二種区域：昼間 8:00～20:00、夜間 20:00～8:00 

4)結果は工事用車両が走行する時間帯における時間帯別振動レベル（L10）の最大値である。 

 

9.3.3 ミティゲーション 

(1) 予測に反映した措置 

〔工事用車両に関する保全のための措置〕 

・規制速度を遵守する計画である。 

・工事用車両の走行ルートは、沿道環境への配慮のため、極力、沿道に住居等が存在しない湾

岸道路等を利用する計画とする。 

 

(2) 予測に反映しなかった措置 

〔工事用車両に関する保全のための措置〕 

・低公害型の工事用車両を極力採用し、不要なアイドリングの防止を徹底する計画である。 

・資材の搬出入に際しては、走行ルートの検討、安全走行等により、騒音及び振動の低減に努

める計画である。 
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9.3.4 評価 

(1) 評価の指標 

評価の指標は、工事用車両の走行に伴う道路交通騒音については「騒音に係る環境基準」に基

づく環境基準値（昼間 70dB）、工事用車両の走行に伴う道路交通振動については環境確保条例に

基づく「日常生活等に適用する振動の規制基準」に基づく規制基準値（昼間 65dB、夜間 60dB）

とした。 

 

(2) 評価の結果 

1) 工事用車両の走行に伴う道路交通騒音 

工事用車両の走行に伴う道路交通の騒音レベル(LAeq)は、表 9.3-19 に示すとおり、昼間 66dB

であり、評価の指標を下回る。工事用車両の走行に伴う騒音レベルの増加分は、1dB 未満であ

る。 

 

表 9.3-19 工事用車両の走行に伴う道路交通騒音の影響の評価 

単位:dB 

予測地点 
時間 

区分 

騒音レベル(LAeq) 評価の 
指標 

(LAeq) 
地点 

測定 

地点 

道路名 

 
類型 

将来基礎交
通量の騒音
レベル 

将来交通
量の騒音
レベル 

工事用車
両による
増加分 

No.1  
江東区有

明 2-10 
特別区道江615号線 幹線 昼間 66 66 1 未満 70dB 

注 1)予測地点の番号は、図 9.3-3（p.115 参照）に対応する。 

2)将来交通量＝将来基礎交通量＋工事用車両交通量 

3)時間区分 昼間 6:00～22:00 

 

2）工事用車両の走行に伴う道路交通振動 

工事用車両の走行に伴う道路交通の振動レベル(L10)は、表 9.3-20 に示すとおり、昼間 53dB、

夜間 48dB であり、評価の指標を下回る。工事用車両の走行に伴う振動レベルの増加分は、昼

間、夜間ともに 1dB 未満である。 

 

表 9.3-20 工事用車両の走行に伴う道路交通振動の評価の結果 

単位:dB 

予測地点 

時間 

区分 

振動レベル(L10) 

地点 
測定 

地点 

道路名 
（通称名） 

区域 
将来基礎交
通量の振動
レベル 

将来交通量
の振動 
レベル 

工事用車 
両による 
増加分 

評価の
指標 
(L10) 

No.1 
江東区有

明 2-10 
特別区道江615号線 第二種 

昼間 53(53.0) 53(53.3) 1未満(0.3) 65dB 

夜間 48(48.1) 48(48.4) 1未満(0.3)  60dB 

注 1)予測地点の番号は、図 9.3-3（p.115 参照）に対応する。 

2)将来交通量＝将来基礎交通量＋工事用車両交通量 

3)時間区分 第二種区域：昼間 8:00～20:00、夜間 20:00～8:00 

4)結果は工事用車両が走行する時間帯における時間帯別振動レベル（L10）の最大値である。 
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